大牟田市子育て世帯等住宅改修支援事業給付金交付要綱

（趣旨）

第１条　この要綱は、子育て世帯及び若年世帯（以下「子育て世帯等」という。）の住宅改修に係る経済的な負担軽減を図るとともに、既存住宅の流通促進と空き家の発生を予防するため、福岡県こどもまんなか既存住宅流通リノベーション推進事業補助金（以下「県補助金」という。）を活用された子育て世帯等に対し、予算の範囲内において住宅の改修に要する費用の一部を支援する大牟田市子育て世帯等住宅改修支援事業給付金（以下「給付金」という。）の交付に関し必要な事項を定めるものとする。

（用語の定義）

第２条　この要綱における用語の定義については、次に定めるところによる。

（１）子育て世帯　県補助金の交付申請日の属する年度の４月１日時点で同居者に１８歳未満の者、又は県補助金の交付申請の時点で妊娠している者がいる世帯をいう。

（２）若年世帯　県補助金の交付申請日の属する年度の４月１日時点で配偶者（婚姻の届出をしないが事実上婚姻関係と同様の事情にある者その他婚姻の予約者を含む。）との年齢の合計が８０歳以下である世帯をいう。
（給付金の交付の対象者）

第３条　給付金の交付の対象者となる者は、県補助金を活用し住宅の改修工事を実施した子育て世帯又は若年世帯の世帯主とする。
（給付金の交付の対象住宅）

第４条　給付金の交付の対象となる住宅は、次のいずれにも該当するものとする。

（１）令和６年４月１日以降に、県補助金の確定通知を受けている住宅であること。

（２）大牟田市内に存する既存住宅であること。

（３）過去にこの要綱に基づく給付金の交付を受けたことがないものであること。
（給付金の額等）

第５条　給付金の額は、県補助金の額以内とし、500,000円を限度とする。

（給付金交付の申請等）

第６条　給付金の交付を受けようとする者（以下、「申請者」という。）は、次に掲げる書類を添えて、市長に提出しなければならない。

（１）給付金交付申請書（様式第1号）
（２）県補助金額確定通知書（写し）

（３）委任状（別紙1）（申請者が委任を受けた場合）

（４）その他市長が必要と認める書類

２　前項の規定による申請は、電子申請システムを使用して行うことができる。
３　市長は、第１項の申請があったときは、その審査をし、適当と認めたものについて給付金の交付の決定をし、給付金交付決定通知書（様式第2号）により申請者に通知するものとする。

４　市長は、前項の規定により給付金の交付を決定したときは、申請者からの請求に基づき給付金を交付するものとする。

（給付金交付決定の取消し）

第７条　市長は、交付決定者が次の各号のいずれかに該当するときは、交付決定した給付金を取消すことができる。

（１）偽りその他不正な手段により給付金の交付決定又は交付を受けたとき。

（２）申請書及びその他の提出書類の内容に偽りがあったとき。
（３）福岡県知事より県補助金の返還を命ぜられたとき。

（４）前３号に掲げるもののほか、市長が給付金の交付を不適当と認めたとき。

２　市長は、前項に該当すると認めたときは、給付金交付取消通知書（様式第3号）により申請者に通知するものとする。

（給付金の返還）

第８条　市長は、給付金の交付を受けた者で、前条第１項各号のいずれかに該当するときは、交付した給付金の全部を返還させることができる。この場合において、当該給付金の交付決定者に損害が発生しても、市長はその賠償の責めを負わない。

（その他）

第９条　この要綱の施行に関し必要な事項は、市長が別に定める。

付則

この要綱は、令和６年４月１日から施行する。

